
　名古屋市工業研究所は、中小企業の技術支援に
業務の軸足を置くこととし、平成１７年度より３年
間の中期目標・計画を策定し、実施して参りました。
この中期目標・計画では、“出向きます技術相談”、
“オンリーワン受託研究”、“業界団体との協働プロ
グラム”、“人材育成”の四本柱からなる「モノづく
り中小企業総合技術支援事業」を核とし、研究所が
当地域の企業の「頼りにされる」パートナーとなる
ことを目指しています。
　平成１９年度は、この目標・計画の最終年度にあた
ります。３年間の計画の仕上げとして、当地域の
企業の技術課題の解決や技術開発により一層寄与
できるよう、より高い数値目標を掲げて計画実施
していきます。一例を挙げますと、技術相談件数
は年間１５，０００件を目標としています。丁寧で的確
な回答を積み重ね、企業から信頼されることで、目
標の達成を目指します。また、企業の技術競争力
の強化に欠かせない新製品・新技術の開発を受託し
て行う受託研究では、５０件の目標を掲げています。
受託研究と聞くと敷居が高いイメージがあります
が、新しいアイデアの可能性を早急に試してみた
いとか、様々な試験を組み合わせた総合的な検討
により製品の信頼性向上を図りたいといった課題
にも機動的に対応することで、より多くの企業に
この制度を活用していただけるよう努めます。
　平成１７、１８年度と、２００社以上の企業の現場に出向
いて生の声をお聞かせいただきました。その中で、
６割以上の企業が、自社の将来の課題として既存
製品の品質・機能向上、あるいは新製品の開発を挙
げており、技術競争力の強化が企業の生命線であ
ることを改めて認識いたしました。また、当地域
の産業が今後とも優れたものづくりを継続してい

くためには、金型やプラスチック成形、鋳鍛造、プ
レス加工などの「ものづくり基盤技術」の高度化が
不可欠であり、国をはじめ各方面からその必要性
を指摘されています。
　このような企業が直面する大きな２つの課題に
対し、工業研究所でも平成１７年度からものづくり
基盤産業との連携強化を業務方針として打ち出し、
研究の選択と集中や業界団体と共同で最適な支援
策の策定を行ってきましたが、平成１９年度から工
業研究所の組織を再編し、新技術・新製品の開発と
ものづくり基盤技術の新たな支援にチャレンジし
ます。
　一つは、大学や国研が保有する技術蓄積を地域
の中小企業に移転し、技術開発に役立てるため、工
業研究所が間に立って技術のインタープリター（翻
訳）役を務めます。共同研究を通じて新しい技術を
工業研究所に一旦移転した後、事業化をにらんだ
形で企業に移転していきます。
　もう一つは、ものづくり基盤技術産業との連携
を一層強化するために、技術力強化推進会議を設
置する対象団体を拡大します。現在、めっきや工
業塗装、プラスチック成形など５団体との間に設
置している技術力強化推進会議を２倍以上の団体
と設置できるよう働きかけます。同時に、高度化
支援事業への応募や中核人材育成にも積極的に関
わっていきます。
　このように、工業研究所は１９年度に大きな２つ
の新しいチャレンジにより、皆様の期待に応える
べく努力する所存ですので、ご期待下さい。

（参事　三宅　卓志）
ＴＥＬ（０５２）６５４－９８１１

平成１９年度のスタートにあたって
－１９年度のＷチャレンジ－
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　工業研究所は、平成１７年度に策定した中期目標・
計画に基づき、工業研究所で実施する技術支援の
基となる「コア技術」の確立と、企業への直接支援
である「モノづくり中小企業総合技術支援事業」を
重点的に行っています。

（１） コア技術の確立
　工業研究所が蓄積してきた技術を選択と集中に
より表１に示す１６の技術に絞り、工業研究所なら
ではの、競争力のある技術の確立を目指していま
す。第一期中期目標・計画の目標年度にあたる１９年
度は、この｢コア技術｣を企業に移転できるレベル
にまで確立することを目指しています。

（２） モノづくり中小企業総合技術支援事業
　図１に示すような事業をつうじて企業の課題解
決を直接支援しています。１９年度は、モノづくり基
盤産業の業界団体との協働をより重視した「協働プ
ログラム」の拡大、充実を図ります。
　
　事業の詳細は、ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｎｍｉｒｉ．ｃｉｔｙ．ｎａｇｏｙａ．ｊｐ/
をご覧いただくか、技術支援室（ＴＥＬ ０５２－６６１－３１６１）
までお問い合わせ下さい。

工業研究所はモノづくり中小企業のパートナーです！
　　　　―平成１９年度主要業務案内―
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表１　１６のコア技術
「企業の製品開発・技術開発に直結する技術」

（加工機械の信頼性）機械診断における予知保全システム技術１
（自動車・機械部品の変形解析）ＣＡＥを用いたシミュレーション技術２
（セラミックスコーティング・めっき）表面処理応用技術３
（環境浄化材料）光触媒応用技術４
（環境対応プラスチック）生分解性プラスチック技術５
（保水剤・油回収材）吸水・吸油材料技術６
（プラスチックの低コストリサイクル）廃棄物の再資源化と環境対応技術７
（計測、監視、ロボットアイ）画像応用技術８
（電子デバイス、組込みＯＳ）ユビキタス・ＩＴ対応技術９
（高分子型・固体酸化物型燃料電池）燃料電池技術１０

「企業の生産・開発活動を支える分析・評価技術」
（破損・不良原因診断データベース）金属材料の破損調査とその利用技術１１
（有価成分分離回収、定量分析）化学分析・化学計測技術１２
（熱設計、騒音低減、加工精度向上）熱、音響・振動、精密測定による材料・製１３ 品の評価技術
（電子機器の信頼性）電子機器の信頼性評価と環境対応技術１４

「将来技術」
（機械・金属部品の軽量化）高強度マグネシウム合金の創製技術１５
（製品の応力・ひずみの評価・低減）製品の長寿命化技術１６

人材育成
「なごやモノづくりカレッジ」の一環
・中小企業技術者研修　　１１コース
・中小企業研究者育成研修　７件
・業界対応専門研修　　　　５コース
・出前研修　　　　　　　２０件

受託研究
「名古屋発オンリーワン技術開発研究」
　新製品・新技術開発のため研究開発受託
　月額１０万円以上、２ヶ月以上
　最長３年まで
　企業が費用負担

工業研究所
―モノづくり中小企業のパートナー―

図　業務の概要

技術相談
トラブルの解決、技術開発の
お手伝い
簡単なものは無料
「出向きます技術相談」
　企業の現場に出向いて相談

業界団体との連携
「モノづくり基盤技術産業協働
プログラム」
　技術力強化推進会議　６団体
　業界団体共同研究　　２件

依頼試験・分析
　製品の品質向上、不良原因
　調査、機械、化学、電子関
　係



　名古屋市工業研究所機関評価委員会は、平成１７

年度から工業研究所自らが行ってきた業務方針の

変更や新しい業務遂行を受け、これを評価し、助

言を行うことを目的に平成１８年７月設置しました。

　今回の評価は、新方針に基づく事業実施後１年

が過ぎ、実績がでたところであり、新しい業務の

方向性がどのように機能しているかを検証しました。

１　評価委員名簿　　　　　　　  （順不同、敬称略）

　◎：委員長　○：副委員長

２　開催実績

　　平成１８年７月１１日、８月２２日、１１月１４日

　の３回開催しました。

３　評価結果（抜粋）

　　今回の機関評価の結果が、迅速に実施に移さ

れるとともに平成２０年度からの第２次中期目

標・計画に反映され、平成２１年度に予定されて

いる次回の評価委員会では、更なる発展を遂げ

ている工業研究所の姿が見られることを期待さ

れています。

�　工業研究所の業務方針について

　　平成１７年度から当地域の中小企業の技術支援

に軸足を置くことを鮮明にし、目標管理型の事

業運営を行うこととしたこの業務方針変更の方

向性は、概ね適切と評価できます。

�　技術相談について

　　技術相談は、企業との最初の接点として大変

重視して取り組んでおり、技術相談の業務は全

体としてはほぼ適切に運営されていると言えます。

�　依頼試験・分析について

　　工業研究所が行っている試験・分析は、当地

域の中小企業のニーズに一定レベル応えている

が、試験・分析の内容や料金のＰＲが必要です。

�　研究開発について

　　平成１７年度に策定した中期目標・計画におい

て、研究業務を１６の｢コア技術｣の確立に集中し

たことは、工業研究所が行う研究開発の方針と

しては適切です。

�　人材育成について

　　従来から実施してきた「中小企業技術者研

修」に加え、１７、１８年度から実施した「業界対

応専門研修」、「出前研修」による人材育成事

業の多様化は、中小企業の技術力基盤強化に効

果があると評価できます。

�　情報発信について

　 　平成１７年度より開始した｢出向きます技術相

談｣は、工業研究所のＰＲ方法としても効果的で

高く評価できます。工業研究所を利用しやすい

イメージとするうえでも有効であるので制度の

更なるＰＲをすべきと思われます。その一方、イ

ンターネットを活用したＰＲは、料金や試験機器

の可能な試験内容を載せることなどを含め更な

る充実が必要と思われます。

�　技術交流について

　　平成１７年度から開始した業界団体との関係を

強化する技術交流の方向性・手法は、概ね適切

と評価します。専門研修、共同研究以外の具体

的協働事業は、それぞれの業界団体のニーズ発

掘を図っていくなかから明らかにしていくこと

が必要と思われます。

　（技術支援室）
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平成１８年度名古屋市工業研究所　
 機関評価委員会評価報告から　

�

役　　　職氏　名

光塗装工業株式会社　代表取締役社長岩 村 宏 明

中部金属熱処理協同組合　理事長岩 本 成 郎

名古屋大学　名誉教授◎ 沖 猛 雄

独立行政法人産業技術総合研究所
○亀山哲也

中部センター産学官連携コーディネータ

ミックインターナショナル株式会社　代表取締役社長九 鬼 綾 子

愛知中小企業家同友会　会長佐々木正喜

リンナイ株式会社　代表取締役社長内 藤 弘 康
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　 工業技術グランプリ市長賞、職員研究
　　ポスターコンテスト金賞等の決定 ！
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　本誌№６７３（平成１９年２月号）でお知らせしたと

おり平成１９年２月２０日（火）～２２日（木）名古屋市

工業研究所で、中小企業の技術開発力の向上を支

援するため名古屋市工業研究所技術融合化シンポ

ジウムを開催しました。

　このシンポジウムは、～コア技術で拓くものづ

くり～をテーマに当所が取り組んできた研究の成

果発表や業界等で注目されている最新工業技術の

情報提供を講演やポスター展示によって行なうも

のです。また、新技術や新製品等の開発において

優秀と認められた企業を表彰する名古屋市工業技

術グランプリも併せて開催しました。

　平成１８年度のグランプリの市長賞には、感震ラ

イト付火災警報器（製品名：ピオマ）が選ばれまし

た。名古屋市工業研究所所長賞等は次のとおり選

ばれました。受賞企業の方々おめでとうございます。

　また、職員の研究についてのポスターコンテス

トは、来場者の投票によって「燃料電池の材料開発

および実用化技術開発」（電子技術研究室：宮田、

岩間研究員、制御技術研究室：高橋（文）研究員）

が昨年度に引き続き金賞に選ばれました。

１　工業技術グランプリ

　　（応募件数：９社９点）

　�　名古屋市長賞

　　　　・ピオマ（感震ライト付火災警報器）

㈱生方製作所

   �　名古屋市工業研究所所長賞（順不同）

　　　　・古いスレート工場を内貼り断熱工法で

　　　　　恒温室並の工場に変える施工事業

㈱近藤機械製作所

   　　　・水銀フリー蛍光放電ランプ開発

   　ゴールドキング㈱

　�　財団法人名古屋市工業技術振興協会会長賞

（順不同）

　　　　・ＩＳＤＮ‐ＮＴ（ＰＢＸポート）ボード

　　　　　　　　　　　亀通㈱

　　　　・ＴＬ－携帯遮音板　大有建設㈱

　�　財団法人名古屋市工業技術振興協会奨励賞

（順不同）

　　　　・「リース物件管理係」（リース物件［費

　　　　　用・所在］管理システム）

㈱ソーシャルネット

　　　　・ＳＭＴスマートパレット　

フルハシ工業㈱

　　　　・アスベスト無害化処理剤

　東海電子熱錬㈱

　　　　・真美水Ａｇ　

㈱アリカコーポレーション

工業技術グランプリ市長賞表彰

２　ポスターコンテスト

　�　金賞

　　「燃料電池の材料開発および実用化技術開発」

（前出）

　�　銀賞

　　「熱・温度に関する材料物性評価、熱設計技術」

　　（制御技術研究室：高橋（文）、小田（究）、　

　　　梶田研究員、竹内室長）

　�　銅賞

　　「吸水･吸油材料の開発とその応用」

　　（環境技術研究室：中野、朝日、山中研究員）


